
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































< ~~,II-~E)1~~~E*~: > < ~~i~.Il~~･.~"~~q)(ti~4~L > 
X1= rc 1 1 * 7 1+el X1=Q2-2+Q2-3 X2= /c 21 * ~ l+e2 X2=Q19+Q36 X3= rc 31* 7 1+e3 X3=Q2-l X4= /c 42* 7 2+e4 X4=Q29+Q4 1 X5= /c 52* ~ 2+e5 X5~Q1 X6= rc 62* 7 2+e6 X6=Q50 X7= rc 72* ~ 2+e7 X7=Q48+Q49 X8= K 82* ~ 2+e8 X8=Q30 X9= /c 94* ~ 4+e9 X9=Q6+Q8+Q 14+Q40 
XI0= rc 104* 7 4+elO XI0=Q17+Q31+Q38 
X1 1= /c I 14* 7 4+el I Xl 1=Q12 
X12= ,c 124* 7 4+el2 X12=Q7+Q44 
X13= rc 134* 7 4+el3 X13=Q42 X14= /c 144* ~ 4+el4 X14=Q15+Q37 
X15= K 154* ~ 4+el5 X15=Q35 X16= /c 166* ~ 6+el6 X16=Q23 X17= rc 176* 7 7+el7 X17=Q25+Q26 
X18= x 186* 7 7+el8 X18=QI l X19= A 195* v 5+el9 X19=Q32+Q33 X20= A 205* q 5+e20 X20=Q21 X21= A 215* v 5+e21 X21=Q20 X22= A 225* 7 5+e22 X22=Q22 X23= /c 233* ~ 3+e23 X23=Q5+Q28 
X24= /c 243* ~ 3+e24 X24=Q26+Q27 
X25= x 253* ~ 3+e25 X25=QIO X26= /c 263* 1 3+e26 X26=Q47 X27= K 273* 1 3+e27 X27=Q3 
< f~~~)~~EE"~~ > 
Ftl= p 15*Fmi+ y I l*Xl+ y 12*X2+ y 13*X3+ ~ l 
Fcs= /~ 2 1 *Ftl+ /3 25*Fmi+ y 24*X4+ y 25*X5+ y 26*X6+ y 27*X7 y 28*X8+ ~ 2 
Fcr= /~ 3 l*Ftl+ y 323*X23+ y 324*X24+ 7 325*X25+ 7 326*X25+ y 327*X27+ ~ 3 
Frm= p 42*Fcs+ y 43*Fcr+ y 49*X9+ y 41 *X 10+ y 41 1 *XI I + y 41 2*X 12+ 
y 413*X13+ y 414*X14+ y 415*X15+ ~ 4 
Fmi= y 5 19*X 19+ 7 520*X20+ y 521 *X21+ y 522*X22+ ~ 5 
Fmp= p 63*Fcr+ /~ 65*Fmi+ y 616*X 16+ y 6 17*X17+ y 6 1 8*X 1 8+ ~ 6 
Fsl=1 .OOFrm+ /9 76*Fmp+ ~ 7 
- 1 77-
5．3　分析結果の考察
5．3．1　「トップのリーダーシップ」関係
　PLSモデルにより内生潜在要因である「トップのリーダーシップ」は、主因子Xl「トップ
の権限」、X2「社長の関与の具合」、X3「創業者であるか」からそれぞれ因果係数でO．2，0．13，
O．1の影響を受けている。また、内生潜在変数としての「企業戦略」r自社資源の活用」に対
しては、因果係数O．14，0．45となり、特に「自社資源の活用」に対して比較的大きな影響を与
えているという結果になっている。
　特に「自社資源の活用」に対しての因果係数が大き’いことは、「自社資源の活用」に影響を
与えている主因子がX23「新製品との関連」、X24「組織の体制」、X25「開発の経緯」、X26
「社長の評価」、X27「新製品の分類」というもので、「組織の体制」「開発の経緯」「社長の評
価」は、いずれも「トップのリーダーシップ」により影響を受けるものであり、このことか
らも納得の行くものである。
　「企業戦略」に対する「トップのリーダーシップ」からの因果係数がやや低い。これはもっ
と大きな影響を与えているだろうと予想していたのでやや意外であったが、杜長の考え方は
よくわかっているので、企業戦略は社長の意を体して決めら柞ているということであろうか。
一方「市場情報」からは因果係数0．09で、あまり影響されていない。この三とは新潟製造業
の社長がオーナー型の社長が多いことと考えあわせると、市場情報などよくわかっていると
いうことであろうか。
5．3．2　「企業戦略」関係
　「企業戦略」は、主因子X4「企業戦略の方針」、X5「成功基準」、X6「新製品の開発」、X7
「戦略に対する期待、成功度」、X8「新製品の差別化」で因呆係数は0．04，O．02，O．96，O．03，
O．02という結果がでた。さらに内生潜在要因である「研究開発マネージメント」には因果係
数O．84という値がでた。
　主因子X6「新製品の開発」が、O．96と大変大きな値を示している。この質問項目を見てみ
るとQ50「今後の新製晶開発」であり、これによって企業戦略も決まってくると言えるので
はないか。
　この「企業戦略」が、内生潜在要因の「研究開発マネージメント」に対してもO．84と非常
に大きな影響を与えていることは、研究開発マネージメントは企業戦略に従うという理論ど
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うりであり十分納得のいくものである。また「研究開発マネージメント」に影響を与えてい
る主因子で、特にX1O「開発の環境」、X11「開発の組織」、X12「開発対策」など、企業の戦
略と密接に関係しているところからも、この縞果は納得のいくものである。
5．3．3　「自社資源の活用」関係
　「自社資源の活用」は、主因子X23「新製品との関連」、X24「組織の体制」、X25「開発の
経緯」、X26「社長の評価」、X27「新製品の分類」から、それぞれ因果係数0107，0．06，0．09，
O．07，O．08という影響を受けている。内生潜在要因としての「研究開発マネージメント」には
因果係数0．25、「マーケテイング施策」にはO．92という結果がでた。
　「マーケテイング施策」に対してo．92と高い値を示しているが、これは主因子であるX16
「販売体制」、X17「販売経路、営業体制」というように自社の資源を使用してということが
はっきりと分かる要素が含まれているので当然の結果といえる。また、「研究開発マネージメ
ント」に対してもO．25と比較的高いことは納得できる。．
5．3．4「研究開発マネージメント」関係
　「研究開発マネージメント」は、主因子X9「社長の関与」、X1O「開発の環境」、X11「開発
組織」、X12「開発対策」、X13「開発費用の効率化」、X14「組織、チームの力」、X15「開発
と営業のコミュニケーション」からそれぞれ因果係数0．06，O．06，O．04，O．05、’0．05，O．05，
O．03という結果がでた。どれもそれほど高い数値はでなかった。内生潜在変数としての「売
上高（利益）」にはO．79という高い数値がでた。売り上げに対して「研究開発マネージメント」
が深く関係しているということである。これは、本モデルの目的関数として「売上高（利益）」
をとっているので当然であり、新製品が成功するように研究開発マネージメントが行われて
いるということである。
5．3．5　「市場情報」関係
　「市場情報」は、主因子X19「市場調査、情報の環境」、X20「使用テスト」、X21「市場調
査」、X22「≠ストセールス」で因果係数はそれぞれO．56，O．54，0．43，O．53とどの値も高いも
のであった。また、内生潜在要因としての「企業戦略」「マーケティング施策」ではO．03と
0．15とどちらもそれほど高い数値は示さなかった。主因子で因子係数が高いのはどの質問項
目からみても分牟るように市場の情報と密接に関わっているので当然の結果と言える。内生
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潜在変数ではどちらも低い数値であったのは意外であった。これは新潟製造業の特徴として
技術オリエンテッドな新製晶開発を実践しており、現在のところ市場情報は必ずしも重視し
ていないということであって、これが新潟製造業の一つの問題点である。
5．3．6　「マーケティング施策」関係
　「マーケテイング施策」は、主因子X16「販売体制」、X17「営業体制」、X18「マーケテイ
ング」であり因果係数はO．2，o．23，O．17という結呆であった。内生潜在変数としての「売上
高（利益）」ではO．13という値であった。マーケティングカそのものが売り上げに直接関わっ
ているとすると、O．17とこの3つの中で1番低い数値であったのは予想外である。
　全体的に新潟製造業では、「市場情報」、「マーケティング施策」等のマーケテイング関連の
要因があまり影響を及ぼしていないことは、その新製品開発が常に既存商品の改良品的な既
存技術の延長線上での新製品で、本格的な市場オリエンテッドな新製品が少なかったためで
あると考えられる。
5．4．仮説の検証
　仮説の1である「新潟県内企業では戦略的研究開発が主である」というのは、「企業戦略」
は主因子X6r新製品の開発」が、0．96と大変大きな値を示しており質問項白を見てみると、
Q50今後の新製品開発である。また、内生潜在変数の「研究開発マネージメント」に対して一
も0．84と大きな値がでているところからも、この仮説は検証された。
　仮説2の「戦略的研究開発では自社の技術力、マーケティングカを考慮した研究テーマが選
ばれる」というのは、「自社資源の活用」が、内生潜在変数としての「マーケテイング施策」
に対してO．92と高い値を示している。また主因子である販売体制、営業体制というような自
社資源を使用しているところから、そのような資源を使用したテーマで開発がおこなわれる
という、この仮説は検証されたと考えてよい。
　仮説3の「戦略的研究開発ではトップ主導型で経営資源が投入される」というのは、「トッ
プのリーダーシップ」で「自社資源の活用」に対しての因果係数が大きいことは、r自社資源
の活用」に影響を与えている主因子が、「新製品との関連」、「組織の体制」「開発の経緯」、
「社長の評価」、「新製品の分類」等であること。特に「組織の体制」「開発の経緯」、「社長の
評価」は、いずれも「トップのリーダーシップ」により影響を受けるものであり、社長のリ
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一ダーシップによって新製品開発は進められ、それによって経営資源が投入されるものと考
えられる。このことからこの仮説も検証できたと言ってよい。
　仮説4の「新製品開発の当初から市場情報を収集している」というのは、「市場情報」が主
因子X19「市場調査、情報の環境」、X21「市場調査」で因果係数はそれぞれO．56，O．43と高い
値を出していること。またその質問項目をみてみると、Q20，Q32，Q33ともに事前に十分市
場調査をしているかどうかというもので、そのことからもこの仮説は検証された。
　仮説5の「新製品は、顧客志向で各段階ごとに製品テストをおこなっている」というのは、
「市場情報」が主因子X20「使用テスト」因果係数O．54，X21「市場調査」因果係数0．43，X22
「テストセールス」0．53と、、どの値も高いものであることからもわかる様に、消費者によるテ
ストなとをおこなっているというこ■とであり、この仮説も検証されたといえる。
　仮説6のr新製品の発売にあたり、既存の販売部隊、流通経路を利用している」というのは、
「自社資源の活用」が内生潜在変数としての「マーケテイング施策」に対して0．92と高い値を
示していることから検証される。これは主因子である「販売体制」「販売経路、営業体制」と
いうように、自社の資源を使用してということがはっきりと分かる要素が含まれているので、
この仮説は検証された。
5．5　新製品開発モデルの解釈
　共分散構造分析によって得られた最終結果は、図5－1の新製品開発モデルとして整理してあ
る。この新製品開発モデルでは、各潜在要因間の相関をその因果係数の大きさに比例して線
の太さを変えて表示してある。全体的に見ると、自社のコアコンピタンスである技術力、マ
ーケティングカのうち、どちらかというと技術力中心での新製品開発が主で、マーケテイン
グカが従となっており、技術・マーケテイングカ双方をバランスよく駆使して独自の新製晶
開発を行っているところが少ないことを意味する。これは新潟製造業に下請型が多いことを
考慮すると、理解できる結果である。新潟製造業の大半は自社の技術力には自信を持ってい
るが、その技術力を駆使して自らマーケティング活動を行い、新市場を開拓しておこうとい
う意欲が少なし．・ことが、最大の間題点であり、その結果として過去絶えず景気の波に振り回
されてきたのである。
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6．新潟製造業事例報告
　本調査緒呆を確認する意味で、新製品開発に熱心な代表的新潟製造業を直接訪問し、新製
品開発状況を調査したので、付記しておく。
6．1雪国科学株式会社
611．1企業概要
　社名：雪国科学株式会社　　　　　代表取締役：町屋　敦司
　住所：新潟県中蒲原郡亀田町荻曽根1丁目4－22
　取り扱い商品：遠赤外線床暖房システム、屋根融雪システム、輸入ストーブ
　売上高：3億円　　　　　　　　　従業員：15名
6．1．2事業内容
（1）企業の歴史
　町屋敦司氏は平成元年に、自宅のログハウス建設に当り、建設会社に住み込み、関連する
技術を修得。その建設会社に頼まれ営業を経験した後、平成3年に新しい暖房システム「遠赤
外線床暖房システム」の製作・販売を行う雪国科学㈱を創業、平成7年に、屋根融雪システム
の製作・販売を開始した。
（2）遠赤外線床暖房システム：
　遠赤外線床暖房システムを製作したのは、前述の住宅営業の中で、断熱システムに注目・研
究したところ、当時の断熱システムは、断熱というより“削熱”の程度で、断熱効果の低い、
また耐久性の短いものであった。なんとか、熱効率の優れた“長持ち”する断熱システムは
できないかと研究をおこなった。種々と実験を繰り返し、平成3年に、発熱板の下に反射板と
してアルミ箔を2重に貼りその間にガラス繊維板をサンドイッチした、新しいタイプの断熱絶
縁板を開発し使用した、“断熱型遠赤外線床暖房システム：「ゆうだんサーミック」”を完成し、
特許も取得した。
　営業については、独立する前の経験（ゼロックス長岡営業所長）から、問屋を通すとユーザー
の声が直接入らない、マージンも取られることから直接販売を志向した。このため新潟県内
の住宅会社を1社、1社まわり説明して歩き、現在では新潟県内の全住宅会社と取引している。
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　“雪国科学”のネーミングのヒントは、豪雪のとき長岡に住み、冬は雪かきの合間に仕事を
するような感じだったことからきている。なにか社会に役に仕事をしたかったからである。
（3）屋根融雪システム：
　町屋氏が長岡に住んでいた時、雪の多さに驚き、大変さを痛感した。過疎地の老人にとっ
ては、屋根の雪降ろしは重労働で、毎年犠牲者が出ている。そこで、何とか屋根に雪が積も
るのを防ぐ方法はないかと考えた。この融雪システムには、平成2年に取り掛かり5年もかか
った。現在、妙高高原町に、開発研究施設を持ち、さらに改善の為の実験を続けている。
　屋根の雪を融かす電熱線をテフロンで包むアイデアを出したところ、ある電線会社の工場
長が賛同して、開発を引き受けてくれた。相当な開発費がかかったと思うが、開発費用はそ
の電線会社が全て負担した。電熱線をテフロンで包むと丈夫であり、耐久性がある。　雪国
科学の融雪システムの特長は、雪の量に応じて電熱線の配置を調節できる点にある。屋根の
雪は積もる量が、上部と下部では違う。そこで、この電熱線をポリカーボネイトのスペーサ
内で、ピッチを変えて熱量を調節して対応する仕組みである。
　この融雪システムは、テフロンを使ったため、コストは高くなったが、既存の屋根の上に
載せるだけで、融雪効果が出て、しかも、露出しても耐久性があり、電気料金は他社品より
も安い。30坪の家で250万円位でつけられる。（他社品は、屋根工事ともで400万円位である）。
（4）企業戦略
営業戦略：
　町屋氏の信念は、「よいお得意さんは、またよいお得意さんを紹介してくれる。よい仕事を
すれば、そのお客さんが友人を紹介してくれる」ということであ、お客さんのクチコミを活
用した。
商品戦略：
　小品種で、一人当りの客単価があがるような戦略をとっている。一人のセールスマンが、
床断熱システムも屋根の融雪システムも売れるようにし、一軒のお得意さんである程度の金
額になるように考えている。
財務戦略：
　事業が拡大しても、資金が不足しないように、取引は全て現金（1ヵ月ごと）回収である。
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仕入れ先へも現金で払う。住宅会社の中には、0ヵ月先の手形が憤1例と主張するところもあっ
たが、あくまで主張して、現金取引とした。
人事戦略：
　企業経営も教育である。新しい商品の開発よりも、“会杜”をつくることに苦労した。同じ
ような志を持つ社員を育てる教育に力を入れている。商品知識だけでなく、会社の考え方、
さらに将来の幹部として、マネジメントも教えている。
成長戦略：、
　急速に成長するよりも、目の届く範囲で、よい仕事の出来る体制を作りながら、徐々に伸
ばしている。商売／金儲けよりも、よい商品をつくり、お客さまに役にたてばよいとおもっ
ている。
6．1．3考察
　この事例を、分析と対応して考察する。
1　創業者のリーダーシップ：町屋氏自身の二一ズから発想し、商品開発から回収まで、ト
　ップ主導型で、創業者のリーダーシ．ツプが貝徹している。
2　床暖房も、屋根の融雪システムも、町屋氏自身の二一ズから発想し、使う人の立場・視
　点を貫いている。この事例では、仮説4の「新製品開発の当初から市場情報を収集している」
　と仮説5の「新製品は、顧客志向で各段階ごとに製品テストを行っている」を、文字どおり
　実践している。
3　製品は、他社と差別化できる新製品であったこと。
4　社員の教育に力を入れ、同志的な結束で、組織のコンセプトが一貫してること。
　この企業の成功要因は、ユーザーのためにということ、使用する立場に立って考えたこと
（二一ズ志向）である。筆者らは、なによりも、創業者のビジョンとリーダーシップに感銘を
受けた。現在は、営業地域が限定されているが、徐々に成長すると思われる。
6．2株式会社北村製作所
6．2．1企業概要
　杜名：株式会社北村製作所
　住所：新潟市両川1丁目
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営業内容：保冷車ボデイ（60％）、洗浄機、シェルター
売上高：1oo億円
従業員：240名
企業の歴史：
　昭和20年創業、昭和23年バスボディー製作開始
　昭和42年アルミ保冷車ボデイ製作開始
　昭和47年産業用洗浄機製作開始
6．2．2　事業内容
　輸送用機械製造業の全体的傾向は、「不況産業」に指定されているが、同社は例外的に、昨
年とほぼ同じ売上をあげている。この理由は、数多くの製品を広く揃えているからである。
（1）製品の特徴
　企業としては、常に創意工夫に努め、新しいことに挑戦している。その一例として、同社
の会社案内には、手で暖めると絵が出る液晶印刷、立体画像、飛び出す絵等を用いて、印象
を強く．する工夫がほどこされている。
　トラック用バンの国内年間製造台数は約4万台で、そのうち約6千台を同社が占めている。
北村製作所の強みは、バンやリフトで多くの品種を揃えていることである。
　コンベンショナルなリフトは放物線を描いて、荷物を積み込む為、場所もとり、安定感が
なかったが、同社は、垂直に荷物を持ち上げるタイプを開発した。また、リフトの使用頻度
の低いユーザのために、リフトを車体の下に収納できるタイプを開発した。バンのボディ1三
ついても、後のドアは観音開きが多いが、上にあがる「フォールデン・ドア」を開発した。
更に、同社独自の製品として「リンボーバン」がある。このバンは、バンの高さが調節でき
るもので、地下にある配達先の荷受け場所に車ごと直接つけられることから、大手の運送会
社’にも採用されている。
（2）バン関連新製品開発
　新製品開発のヒントは、多くの場合はユーザからの注文である。ユーザヘは、営業マンが
法定点検等の時期に巡回しており、そこで聞いたユーザニーズを持ち帰り、開発部門に伝え、
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必要があれば、開発担当者もユーザを訪問し、具体的にユーザニーズを把握する。開発期聞
は平均2年位である。自社内で試作品ができたら、ベンチテストを行って、各種の性能をテス
トする。ある程度満足する製品ができたら、ユーザーに試作車を提供し、約6ヶ月問実際に使
用してもらって、問題点や改良すべき箇所を見つけ、完成を目指す。
（3）バン製造プロセス
　同社の競争力の一つは、システム化した独自の製造プロセスにある。バン駆体はアルミボ
ディからできているが、各種サイズのボデイがあるものの基本的にはアルミ板を一定の大き
さに切り出し、リベット組立したものである。そこで作業プロセスを標準化し、カット・リ’
ベット打ち工程に合わせて、独自の自動工作機器を開発して、流れ作業的に製造していき、
多品種注文生産を効率的によくこなしている。出来上がったバンはコンベヤーにのせて完成
車となる。
（4）通信機器用シェルター
　昭和50年代から、通信機器用のシェルターを開発し販売してきた。これは、通信機器メー
カーの方から、携帯電話用の軽量収容箱の注文があり、バン製作のノウハ亨を活用して開発
したものである。この分野が最近成長している。シェルター製造のプロセスはバンと全く同
じであり、製造技術応用製品である。
（5）競争他社との差別化ポイント
1）小型のバンでは、晶揃えが豊富なことと、システム化した製造工程により価格競争力がある。
2）全国に7営業所50数名の営業要員が、常時トラックディラー・大手ユーザーを巡回し、良
　好な関係を維持して、同社製品の販売への支援を要請している。また、ユーザーの二一ズ
　把握につとめ、改良製品の開発のヒントを集あている。
3）いすずトラック系ディーラーと長い提携関係があり、顧客には直接技術的説明がに行くケ
　ースが多い。
4）大手のユーザー（運送会社等）へは、同社から新製品が出来たからと直接提案する場合も
　ある。
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6．2．3　考察
　同社は、仮説2の「自社の技術力、マーケティングカを考慮した開発テーマが選ばれる」と
おり、自杜の製造技術力、流通力を活用して、製品のバラテイーを開発し、品揃えを豊富に
し、市場の二一ズに対応し成功している。通信機器用のシェルターも、バン製造のノウハウ
を活用して開発し、相当規模の新規事業に育成した。
　同社は、新製品の開発のヒントを、販売部隊がユーザーを訪問し意向を調査し、開発関係
者に伝えいる。これは、仮説4の「新製品開発の当初から市場情報を収集している」、および
仮説6の「新製品発売にあたり、既存の販売部隊、流通経路を利用している」に該当する。
　新製品の開発の途中でユrザーに試作品を提供し、種々の問題発見と改良を行っているの
は、仮説5の「新製品は、顧客志向で各段階ごとに製品テストを行っている」に当たる。
　要約すれば、この事例は、既存の技術力、マーケテイングカという自社のコアコンピタン
スをフル活用して新製品の開発および市場導入を展開している。
7．まとめ
7．1仮説の検証
　アンケート調査により、「新潟製造業」の新製品開発の実態を調査・分析を行づた緒果、以
下のようにすべての仮説を検証することができた。
　仮説1「新潟製造業」では戦略的研究開発が主である。
　　結果：「新潟製造業」では、新製品に直接結び付く戦略的研究開発が主であった。
　仮説2戦略的研究開発では自社の技術力、マーケティングカを考慮した研究テーマがえら
ばれる。
　　結果：成功した新製品を報告してきた企業では、既存の技術力、マーケティングカと言
　　　　う自社のコアコンピタンスをフルに活用した開発を実践している。
　仮説3　戦略的研究開発ではトップ主導型で経営資源が投入される。
　　結果：「新潟製造業」では、社長が新製品開発を最重要案件と考え、直接聞接に指揮し一
　　　　貫したコンセプトでマネージしているものが多い。
　仮説4新製品開発の当初から市場情報を収集している。
　　結果：関連する市場を事前に調査・研究している企業が80％と多い。
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仮説5新製品は、顧客志向で各段階ごとに製品テストを行っている。
　結果：新製品の開発途中において、従業員だけでなく、消費者モ三ターによる製品テス
　　　トを実施している企業が多い。
仮説6新製品の発売にあたり、既存の販売部隊・販売経路を利用している。
　結果　成功した新製品は、既存の販売部隊・販売経路を利用したものが多い。
7．2　平均的「新潟製造業」像
　今回の調査は回収数からは、必ずしも十分とは言えないが、「新潟製造業」の概要は掴み、
新製品開発の実態を理解することができた。箇条書き的に列挙すると；
1）「新潟製造業」では、下請型の企業が多く、自ら新製品開発を行う企業は少ない。
2）「新潟製造業」では、オーナー型社長が圧倒的に多いが、世代交代が進みつつある。
3）「新潟製造業」における新製品の開発は、既存技術の延長線上で、行っている。顧客から
　の依頼を含めて市場情報に密着した形で事業性を十分に見通して、完全にトップ主導型で
　スタートしている。開発組織的には、社長自ら実質的にリータシップをとり、一貫したコ
　ィセプトですすめられている。開発過程では自杜の有する技術力・マーケテイングカ等の
　コアコンピタンスを十分活用し、市場調査、テストマーケティング等を行いながら確実な
　ステップを経た開発を行う等、地道な姿勢での開発が行われ、比較的成功している。
4）「新潟製造業」における、研究開発費に対する売上高比率でみた見かけ上の研究開発効率
　で表わした、新製品開発のコストパフォーマンスは、食料品製造業に高い値を示すものが
　多かったが、他業種の「新潟製造業」では全般的に低かった。
5）事例でとり上げたような、自社でマーケテイングを行っている新潟製造業では、比較的理
　論どおりの新製品開発を実行しているが、その他の大部分の新潟製造業は、自社技術力に
　基づく下請け型が多く、この点が今後改善すべき大きな問題点である。
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